
福岡県　令和5年度脱炭素関連事業（事業者向け）

担当部署名 電話番号

福岡県中小企業脱炭素支援補助金制度

  省エネルギーに一定の効果がある既存の設備・機器の更新等にかかる費用を支援。

●補助率：１／３以内
●上限：1,000千円
●補助対象設備
（LED、空調、給湯器、変圧器、冷凍冷蔵機器、等）

●対象者
県内の中小企業者、小規模事業者、個人事業主等
●要件
省エネ診断の受診、エコ事業所への登録

80 令和5年6月～令和5年9月 環境保全課 092-643-3356
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/hojokin
kaisi.html

省エネ相談事業
　省エネに関する無料の相談窓口を開設し、必要に応じて専門家による現地診断を実施。省エネ設備
への更新や運用改善を提案。

●対象者
県内事業者(規模・業種不問)

74 令和5年4月～令和6年3月 環境保全課 092-643-3356
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/syouen
esodan.html

福岡県脱炭素化人材育成事業
　中小企業等の技術者や経営者を対象に、運用改善手法、設備更新によるエネルギーコストの低減
効果等について、理解向上を図ることを目的とした講座や、業種別に国の補助金活用に関する情報を
提供するセミナー、ZEB見学会等を実施。(計7回程度)

●対象者
県内事業者(規模・業種不問)

令和5年8月～令和6年2月 環境保全課 092-643-3356
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/eco-
seminar.html

令和５年度分は申請を締め切りました

福岡未来づくり住宅普及促事業
（PPA分）

モデル団地における「初期費用０」太陽光発電設備の導入にかかる経費の補助。

●補助内容：発電出力１kwあたり８万円（住戸１戸あたりの上限４０万円）

●対象者
PPA事業者
●対象事業
モデル団地において太陽光発電設備を導入するPPA事業者
（※モデル団地については、県住宅計画課が協定を結んだハウスビルダーによ
るもの。）
●補助条件
補助金額相当分を契約期間中のサービス料金（PPA料金）の低減に反映させる
こと

20 未定 環境保全課 092-643-3356 県HPで公開予定 R5新規事業

福岡未来づくり住宅普及促進事業
（住宅分）

　モデル団地としてZEH基準を超える省エネ住宅を整備する際に要する費用の一部を補助。

●補助内容：
（等級６）定額　200千円/戸
（等級７）定額　1,000千円/戸

●対象者
協定締結事業者
●対象事業
モデル団地において「福岡未来づくり住宅」を供給するハウスビルダー
（※モデル団地については、県住宅計画課が協定を結んだハウスビルダーによ
るもの。）
●補助条件
住宅性能評価断熱等性能等級６以上を満たすこと。

20 未定 住宅計画課 092-643-3732 県HPで公開予定

住宅省エネ化普及啓発事業 　省エネ改修の手法や省エネ計算の方法等に関する講習会を実施。（計4回程度） ●対象者：県内中小工務店等 令和5年4月～令和6年3月 住宅計画課 092-643-3732
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/shouen
e-koushukai.html

ふくおか県産材家づくり推進助成事業普及啓発セミ
ナー

　工務店等の住宅事業者を対象としたセミナーを開催（年２回）
　県産木材の利用に関する基礎知識や現状・課題、木をつかった住宅の省エネ化、「ふくおか県産材
家づくり推進助成事業」における基準及び要件等について解説

●対象者
住宅関連事業者(規模・業種不問)

令和５年７月18日、26日 住宅計画課 092-643-3731
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kensan
zaiiedukurifukyukeihatsu.html

福岡じてつうチャレンジ

　自転車通勤にチャレンジする事業者・従業員を募集する。
　自転車通勤にチャレンジいただいた方の中で、自転車乗車時にヘルメットを着用し、自転車通勤を１
か月以上かつ週平均２日以上実
施された方に対して、自転車関連グッズをプレゼントする。

・申込みは事業者単位とし、1事業者あたり申込む従業員数は10名までとするこ
と。
・以下、全ての要件を満たしていること。
【事業者】
①県内に所在する事業者であること。
②自転車通勤制度を導入している事業者であること。
③自転車通勤をする従業員が自転車損害賠償保険等に加入していることを確
認していること。
【従業員（個人）】
①現在、主に自転車以外で通勤していること。
②自転車損害賠償保険等へ加入していること。
③使用する自転車は防犯登録を行っていること。
④自転車通勤にあたっては法令及び条例（交通規則、交通ルール）を遵守する
こと。
⑤自転車乗車時にヘルメットを着用していること。

100名 令和5年5月1日～10月31日 交通政策課 092－643-3084
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/r5jitets
uchange.html
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プラスチック代替品切替支援補助制度のご案内
飲食店や小売店のテイクアウト容器・カトラリー等の使い捨てプラスチックを、紙などの代替品に切り
替える費用を補助

◯補助率　1/2
◯補助上限　１店舗あたり10万円かつ１申請者あたり30万円

申請受付中
※申請額の累計が予算額に達した時
点で受付終了

循環型社会推進課 092-643-3371 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/plastic
-payment.html

福岡県環境保全施設等整備資金融資制度 事業のために必要なエコカーの導入や環境保全施設等の整備に必要な資金を融資する。

○県内の中小企業又は中小企業団体
○融資限度額　４千万円
○融資利率　年１．１０％
○信用保証料が必要
○融資期間１０年（１千万円未満の場合は７年以内）

申請受付中
※申請額の累計が予算額に達した時
点で受付終了

循環型社会推進課 092-643-3372
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kankyo
u-yushi.html

福岡県食品ロス削減優良取組知事表彰の募集
食品ロス削減の気運醸成及び取組の更なる推進を目的として、食品ロス削減に資する優れた取組を
表彰する「福岡県食品ロス削減優良取組知事表彰」を実施。

表彰の対象とする取組は、以下の取組のうち優れたもので、令和５年４月１日
現在までに県内において１年以上継続しているもの。
①食品ロスの発生を抑制するための取組
②食品ロスの有効活用を推進するための取組
③食品ロス削減の意識向上に資する取組
④その他知事が認めた取組

応募期間
令和５年５月３１日～令和５年７月３１日

循環型社会推進課 092-643-3381
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/foodlos
s-hyousyou.html

食品ロス削減マイスター派遣事業
食品ロスの現状や各業界における取組に加え、家庭でできる取組の紹介やエコクッキングなどの実
践的な内容を教えることができる「食品ロス削減マイスター」を地域の学習会等に派遣。

おおむね１０人以上の参加を見込むもの 申込受付中 循環型社会推進課 092-643-3381
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/meiste
r-haken.html

グリーンデバイス関連製品開発支援事業

グリーンデバイス（※）に関連する開発について支援

●補助率：１／２以内
●上限：2,000千円～10,000千円
●補助対象経費： 機械装置費、材料・消耗品費、外注・委託費、旅費、開発に係る人件費
（ソフトウェア開発、設計、加工等）、その他経費

●対象者
県内半導体関連企業
（事業所等や県内に進出見込みの企業も含む）

5 令和5年6月～令和5年2月 新産業振興課 092-643-3445 https://www.ist.or.jp/information-ja/4295

※省エネルギーに直結するパワー半導
体や、低消費電力化（高速処理・高効率
処理）を実現する各種半導体およびそ
れらの関連製品

福岡県燃料電池トラック導入促進事業 FCトラックを導入する県内物流事業者に対し、導入費用を補助 県内物流事業者等 10件程度 未定 自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/

製品開発支援事業 水素関連製品の開発を行う県内企業等を対象に、開発費用を支援 水素関連製品の開発を行う県内企業等 2件(新規採択) 未定 自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/ R5年度分公募は終了

実用化支援事業
県内企業等が行うメーカーへのサンプル提供や性能試験、メーカー評価に基づく追加開発等（以下
「実用化」という）を支援

水素関連製品のメーカーへのサンプル提供や性能試験、メーカー評価に基づく
追加開発を行う県内事業者等

1件 未定 自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/

参入検討支援事業
県内企業等の水素事業への参入を促進するため。県内企業が行う水素関連の小規模な試作・基礎
的な機能評価試験、市場ニーズ調査等を支援

水素関連製品開発を見据えた小規模な試作、基礎的な機能評価試験、市場
ニーズ調査等を行う県内事業者等

2件 未定 自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/

展示会出展支援事業 水素・燃料電池分野で新たなビジネス展開を目指す県内企業等に対し、出展費用を支援 水素･燃料電池分野に関連する具体的な製品や技術を持つ県内事業者等 未定 自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/

「エコテクノ2023」についての出展支援
は公募終了
2024年初頭に実施予定の展示会につ
いて、今後公募予定

人材育成支援
水素分野への参入に興味を持つ企業や、参入を目指して製品開発に取り組んでいる企業向けに、水
素の利活用に関わる技術動向や、具体的な製品開発事例について情報提供を実施

特になし 2講座
令和5年10月
令和6年2月

自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/

水素ビジネス参入セミナー
市場拡大が期待される水素関連産業への県内企業の参入を促進するため、大手メーカーの技術ニー
ズ等をを紹介

特になし 1回 令和5年7月 自動車・水素産業振興課 092-643-3448 https://f-suiso.jp/event/event-1517/
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エネルギー対策特別融資制度

省エネルギー対策や再生可能エネルギー設備、コージェネレーション、水素ステーション等の導入を
促進するための低利融資

●融資対象者：県内に事業所があり、現に事業を営んでいる中小企業者
●対象設備等：
①省エネルギー設備
②再生可能エネルギー設備
③コージェネレーション、エネルギーマネジメントシステム、蓄電池
④建築物の省エネ改修
⑤水素ステーションその他の次世代自動車用燃料供給設備など

●融資限度額：1億円以内（左記対象設備②、⑤は2億円以内）
●融資期間：10年以内（左記対象設備②、⑤は15年以内）
●融資利率：年1.1％（融資期間が10年超の場合は年1.3％）
●保証料率：0.13～1.56％
●担保：必要に応じ徴求
●保証人：原則として法人は代表者のみ、個人は不要

令和5年4月～令和6年3月 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3148
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/yuushi
01.html

分散型エネルギー発電事業等に向けた総合相談
窓口

分散型エネルギーの導入を行う事業者等からの各種法規制や融資制度、系統連系、発電設備等に
関する各種相談に対応

令和5年4月～令和6年3月 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3148

ふくおかのエネルギー
県のエネルギー総合情報ポータルサイトとして、再生可能エネルギーの県内での導入事例・導入状況
の他、再生可能エネルギー発電設備の設置に関連する法令等の窓口や公募・助成情報等を提供

令和5年4月～令和6年3月 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3148 https://www.f-energy.jp/

再生可能エネルギー導入支援システム
県民・事業者及び市町村による再生可能エネルギー導入の取組を支援するため、導入検討に必要と
なる日照時間や風況など、適地に関する基本情報をワンストップで提供するシステムをインターネット
上に公開

令和5年4月～令和6年3月 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3148 https://www.f-energy.jp/search/

エネルギー先端技術展
エネルギー分野における技術・製品をアピールする場を提供し、ビジネスチャンスの拡大や産学連携
の活性化等を支援することを目的とした展示会を開催

1 令和5年7月5～7日 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3148 https://eco-t.solution-expo.jp/index.php

コージェネレーション導入セミナー
コージェネレーションの特長や、最新の技術・導入事例、国や県の導入支援制度を紹介するセミナー
を開催

2 令和5年7月5日 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3148
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/cgsse
minar.html

福岡県再生可能エネルギー導入支援アドバイザー
派遣事業

県内の民間事業者等に対し、専門的な知識や豊富な経験を有する「再生可能エネルギー導入支援ア
ドバイザー」を派遣し、課題解決を図ることにより再生可能エネルギーの導入等を支援。

●対象者：県内に事業所を有する民間事業者、自治会、NPO法人等
●対象事業：
（１）再生可能エネルギーの導入検討（県内への設備導入に限る）
（２）既に県内に導入している再生可能エネルギー設備のメンテナンス、安全対
策
※１案件につき原則年２回まで
●対象分野：
・太陽光発電（設備のメンテナンス、安全対策に係るものに限る）
・小水力発電
・風力発電
・バイオマス発電・熱利用
・地中熱利用

令和５年４月～令和６年３月 総合政策課エネルギー政策室 092-643-3228 https://www.f-energy.jp/adviser/
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